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1 ．はじめに
全国ビジネス系大学教育会議は，前身の全国四系列教育会議の設立以
来，数えて30年が経過した。毎年 1 回の大会を開催してきたから，今回
はまさに30回という記念の大会を迎えることになった。設立にかかわっ
た一人として，ある種の感慨を覚えている。しかし，現下の大学教育を
とりまくきびしい状況を考えると，それどころではなく，理想をかかげ
て現状の改善や改革に向かわなければならない。本日の報告は記念大会
ということもあり，これまでの経営学教育の歴史的な発展をも踏まえつ
つ，現状と将来の展望を明らかにすることが求められている。
私がこのテーマで本格的に発言しはじめたのは，1976（昭和51）年の
日本経営学会第50回全国大会での「日本における経営学教育の回顧と展
望」である1。この発表のための調査などをまとめて小さな著書『現代日
本の経営学教育』（成文堂，1978）を公刊した。そして，「日本における
ビジネスのための高等教育の発展」を1982年に経営史学会関東部会で発
表している2。
また，1980年代の後半の日本経営教育学会（現・日本マネジメント学会）
の第 2 回，第 3 回の国際シンポジウムでは，「日本の大学における経営
学教育の展望」（第 2 回，台湾，1987），「新しい時代の日本の経営教育」
（第 3 回，韓国，1988）をともに歴史的観点をふまえて発表している。
さ ら に，1992年 の “The	First	International	of	Scholarly	Associations	
1	 これについては，日本経営学会編（1977）『経営学論集』（千倉書房，第47集）のほか，
拙著（1983）『経営管理論の基礎』（同文舘）に収録されている。
2	 主な内容は，米川伸一編著（1986）『経営史』（同文舘）の第 5 章で「経営者教育」
を執筆し，その第 4 節「日本における高等教育の発展」に収録されている。
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of	Management”（東京）でも，‘Education	of	Management	 in	Japan――
Present	and	Future――’ を述べている。しかし，国際シンポジウムはい
ずれも日本の経営学教育の過去，現在，将来を紹介することに力点がお
かれ，それらを概観するものにすぎなかった3。
1980年代，90年代，そして2000年代以降も，この分野の研究を継続
する努力を行ってきたが，その関心の中心や対象は現状の分析や改善，
そして実践であり，回顧を行う余裕はほんどなかったといえる。その意
味では，今回はきわめて貴重な機会をいただいたと思っている。ただし，
このテーマに入る前に， 2 つの個人的な問題つまり，学生時代の経営学
の学習がどのような状況にあったのかと，経営学教育に対する私の問題
意識がどこから生じてきたのか，について述べることにしたい。
2 ．1960 年代前半から 70 年代冒頭までの学習状況
1958（昭和33）年に，坂本藤良著『経営学入門』（光文社）が出版さ
れたことで，わが国には “ 経営学ブーム ” が出現することになる。当時
は第 2 次世界大戦の敗戦から立ち直り，日本の経済は復興期から高度成
長期に移行する過程にあった。そして，この成長を支える企業の発展に
は経営学が必要であるという主張が強くなり，アメリカ経営学が大幅に
導入されることになった。かくして，産業界だけでなく，高等教育の分
野でも経営学の研究と教育への要請が大きな高まりをみせている。
私はまさにこのような経営学ブームのなかで大学生活を送っている。
教師になる前の学生時代（1962～1971）の学習状況については，他の
3	 経営学を教えてきた教師としての回顧，一教師の経営学教育史については，拙稿
（1995）「「経営学教育」研究の回顧――過去20年間の活動を通じて――」（『横浜市立
大学論叢』（社会科学系列，以下も同じ）　第46巻第 2・3 合併号），拙稿（2008）「ゼ
ミナールによる経営 “ 共育 ” 論」（『横浜市立大学論叢』第59巻，第 1・2・3 合併号），
拙稿（2009）「経営 “ 共育 ” への道――ゼミナール活動の軌跡から――」（経営学史学
会編『経営理論と実践』，文眞堂）を参照されたい。
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ところでも述べたことがあるが4，クーンツ（H.Koontz）流にいえば，“ ジャ
ングル状態 ” つまり混沌（カオス）の状態のまっただなかにいたのかも
しれない。
大学入学後に最初にぶつかったコンセプトは「流通革命論」である。
当時のわが国は，第 2 次世界大戦後の復興期を経て，いわゆる大量生産
（マス・プロダクション）と大量消費（マス・コンサンプション）の時
期に入ろうとしていた。大量生産を大量消費につなげていくには，どう
しても「大量流通」が必要であり，そのためには日本の既存の流通経路
（チャネル）の改革が不可欠になるという。
3 年の「経営費用論」のゼミナールでは，ドイツ流のコスト（Kosten）
研究を学習し，グーテンベルク（E.Gutenberg）の生産理論と，それに
よるコスト研究の革新を知ることができた。しかしながら，彼のコスト
理論に魅了されながらも，他方でドイツ経営学のパイオニアのひとりで
あるシュマーレンバッハ（E.Schmalenbach）の固定費の増加が企業経営
に重大なインパクトを与え，それは自由経済に終わりをもたらすという
予言にも心惹かれていた。
4 年のゼミナールは「経営組織論」に移り，主として伝統派を教えら
れた。そのひとつはアルビン・ブラウン（A.Brown）に代表される組織
論研究であり，もうひとつは過程論（プロセス・アプローチ）であって，
櫻井信行編著『現代経営学入門』（有斐閣，1963）を教材として学習し
たことを覚えている。
もっとも，経営学ブームはまだつづいており，伝統派を克服した行動
科学的なアプローチも台頭していた。バーナード（C.I.Barnard）だけ
でなく，アージリス（C.Argyris）やリッカート（R.Likert）などの翻
訳もつぎつぎと出版されていた。このようななかで， 4 年のゼミナール
では自主的にグループをつくり，リッカートなどの本を読み，動機づけ
4	 拙稿（2009）「「実践経営学」への私の旅路」（『横浜市立大学論叢』第60巻第 2・3
合併号）の 2 ．を参照されたい。
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やリーダーシップに関するアンケート調査らしきものを行っている。
さらに，学部時代に影響をうけたのは，社会学におけるコンセプトで
あり，“ オーガニゼーション・マン ”（ホワイト（W.F.White）），“ ホ
ワイト・カラー ”（ミルズ（C.W.Mills）），“ 孤独な群集 ”（リースマン
（D.Riesman））,“ 浪費を作り出す人びと ” と “ 地位を求める人びと ”（パッ
カード（V.Packard））などは，強烈なイメージ・ワードとなった。
20世紀初頭以降の企業の発展は，経営学を誕生させるとともに，工
業化や産業社会の到来をもたらした。当時の高度成長により，企業の成
長とそこで雇用されて働く人びとが急増し，都市への人口の集中化と地
方の衰退が進行している。高校までを東北地方（岩手県）で育ち，集団
就職や出稼ぎ労働の現場や過疎過密を発生させた原風景を見てきた私に
とって，産業社会への変質には，どうしても関心を向けざるをえなかった。
1960年代前半が私の学部時代であるが，以上のような知的状況下に
あった。学習をスタートさせたばかりの学生は，まさに“ジャングル状態”
のなかにいたといえる。大きく揺さぶりをかけられるなかでは，当然の
ことであるが，学習や研究の目的と方向性を定めることはできなかった。
さて，在籍していた大学の 4 年次に発生した学生による授業料値上げ
反対運動は，大学院進学後（1966）もすぐには収まらなかった。会計学
を学ぼうともしたが，結局は経営学を選択することにした。ドイツ経営
学の方法論研究が主なテーマのゼミナールに所属したが，占部都美著『近
代管理学の展開』（有斐閣，1966）が公刊され，“ 近代派 ” といわれたバー
ナード＝サイモン（H.A.Simon）理論に経営学のあるべき道を求めるべ
きという強いアピールが行われており，その影響をうけている。サイアー
ト（R.M.Cyert）とマーチ（J.G.March）の『企業の行動理論』（1963）
なども翻訳され，行動科学的なアプローチへ傾斜していくという動きが
学界では顕著にみられるようになった。
しかしながら，他方で批判経営学も厳然として強い影響力を保持して
おり，学生運動の大きな流れとともに，当時の私の思考にも確実に深く
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影を落としていた。そして，当時は現在とはちがい，産学協同に否定的
であったり，消極的な雰囲気が大学のなかを支配していた。
大学院の後期課程（1968～1971）になると，ドクター取得のためのキャ
ンディデイト試験と就職の問題に追われることになる。このようななか
で，研究の方向性を確定することは依然としてむずかしかったといわざ
るをえなかった。とりあえず，指導教授の研究に近いドイツ経営学や比
較経営学研究に関心を集中させている。幸いにも就職することができた。
しかし，そこでは「経営管理論」を担当するということで，アメリカ経
営学に転ずることになった。
3 ．「経営学教育」への問題意識の端緒
これについても別のところで述べているが5，弘前大学への就職が私の
研究テーマを決定している。もっとも， 3 年後には「経営学総論」の担
当となり，入門科目をどのように教えるのかという問題に直面している。
いずれにせよ，経営管理論に軸足を移すことになったが，当初は何を教
えたらよいのか，講義のノートづくりで苦労したことを思い出すことが
できる。
ゼミナールの学生と経営管理論の古典を読むこととあわせて，経営管
理論の性格や発展を研究することにした。その際，私の研究にとって重
要になったのは，大学院の指導教授が訳者となったクーンツの編著『経
営管理の統一理論』（Toward	an	Unified	Theory	of	Management，1964，
邦訳，1968）である。
クーンツは過程論の当時の代表者として，ジャングル状態の解消を目
指し，統合理論を構築しようとしたのであるが，この過程論の形成や発
展をまずフォローすることにした。クーンツの統合理論の構想はサイモ
ンからきびしい批判をうけているが，古典派といわれた過程論は，わが
国では既出の占部の著書にみられるように，バーナード＝サイモン理論
5	 3 ）であげた拙稿（1995）の 2 ， 4 ）の拙稿（2009）の 3 ，を参照されたい。
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の近代派の台頭によって，定着するいとまもなく後退させられていくこ
とが明確になっていた。とりわけわが国では，バーナード理論への傾斜
が強まっていたのである。
当時の私は，このような動きに対して若干の違和感を感じていた。経
営管理論のパラダイムが古典派から新古典派へ，そして近代派へと変化
し，それにともなって既存のパラダイムが後退していくことは当然のこ
とである。しかし，はたして新古典派や近代派の台頭により古典派は本
当に解消され，消滅してしまったのであろうかというのが，私の素朴な
疑問であった。そして，「古典派→新古典派→近代派」という定式化が，
経営管理論の発展に関する通説になりつつあったが，これとは別に，古
典派にむしろスポットをあてた発展史を描写することができないかと考
えるようになっている。
そのための試みとして，1974年の経営史学会大会において「管理原則
の歴史性とトランスファー」というテーマで発表した。この発表は，古
典派は「管理の原則論者」ともいわれ，企業経営の実践に役立つ原則を
つくることを重視してきたので，この原則の発展過程を明らかにし，そ
れととともに，実践への適用や貢献をトランスファー（移転，移植）と
いう言葉で究明しようとするものであった。しかし，ここには 2 つのテー
マが含まれており，いまから考えるとテーマの絞り込みが必要な発表で
あった。
後者のトランスファーには，管理の原則を企業経営に直接にアプライ
するという「直接的な方法」と，大学などの場で教師が学生に対して教
えこむという「間接的な方法」があるとした。そして，このうちの間接
的な方法に焦点をあてたものを，翌1975年にテーマの絞り込みを行って，
「形成期ビジネス・スクールにおける管理論」として『経営史学』（第10
巻第 2 号）に発表した。
この論文で，アメリカでは1920年代までに学部レベルのビジネス系の
大学教育―隣接科学をも含む広義の経営学教育―が発展していることを
経営学教育の回顧と展望
111
示しつつ，経営管理論がそのカリキュラムのなかでどのような位置を占
めているかを明らかにしている。
この論文をまとめるために，当時の専門雑誌などを調査したが，私
の関心を集めた調査には，シカゴ大学の『ジャーナル・オブ・ビジネ
ス』の創刊号（1928）の巻頭論文であったレオン・マーシャル（Leon	
C.Marshall）の「ビジネスのための大学教育」（Collegiate	Education	
for	Business）と，ボッサード（J.H.S.Bossard）とデューハースト
（J.F.Dewhurst）の『ビジネスのための大学教育（University	Education	
for	Business，1931），のふたつがある。
これは，当時のアメリカの大学を対象にしたカリキュラムを中心とし
た膨大な調査研究であり，私にとってきわめてインパクトの強いものと
なった。そして，類似の調査を日本でも実施しなければならないという
思いが強くなっていく。のちに 5 年おき 3 度にわたって行ったカリキュ
ラムに関する比較的大規模な調査（1979，1984，1989）は，いうまで
もなくこの 2 つの調査に導かれたものなのである。
また，経営学教育の発展が顕著にみられた第 2 次世界大戦後のアメリ
カのビジネス系高等教育に関する 2 大報告書である “ ゴードン・レポー
ト ” と “ ピアソン・レポート ”―ゴードン（R.A.Gordon）とハウエル
（J.E.Howell）の『ビジネスのための高等教育』（Higher	Education	for	
Business，1959）とピアソン（F.C.Pierson）の『アメリカのビジネス
マン教育』（The	Education	of	American	Businessmen，1959）―の存在も
意識するようになっていた。
いずれにせよ，『経営史学』に掲載された論文によって，経営学教育
を研究しなければならないという問題意識がつくりだされることにな
る。そのあと，翌年の日本経営学会大会の発表直後，年配の教師から学
会は “ 研究 ” をとり扱うものであり，“ 教育 ” はテーマにならないとの
指摘をうけたが，近い将来必ず学会の研究分野になるとの確信をもちは
じめていたので，正直いって少しも気にならなかったことを覚えている。
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“ 進め！わが道を ” の気持ちになっていたのかもしれない。
さらに，この時期の私にとって関心の的になったのは，「プロフェッ
ション（専門的職業）としての経営管理」と「ビジネス・ポリシー」
（Business	Policy）である。クーンツの『経営管理の統一理論』については，
経営管理研究の学派分類（ 6 分類法）とサイモンによるクーンツ批判だ
けが問題にされ，後半部分はわが国ではほとんど読まれていなかったが，
そこには理論と実践の関連性，ビジネス・スクールの役割と教育の意味
などが含まれていたのである。
また，『ハーバード・ビジネス・レビュー』（1923創刊）の初期の論文
には，プロフェッションに関する議論が収録されていた。それにより，
プロフェッションの議論なくして，経営管理論の性格・本質は明らかに
ならないのではと思うようになっている。そして，この議論を1976年の
日本経営学会東北部会において「マネジメントのプロフェッション性を
めぐって」で発表している6。
そして，前述の『経営史学』への掲載論文から，テイラ （ーF.W.Taylor）
流の経営管理論にくわえて，ビジネス・ポリシー（経営方針，経営政
策）が経営管理論の科目名称として使用されていることを認識している。
ハーバード・ビジネス・スクールで開発されたビジネス・ポリシーは，
のちの経営戦略論のルーツになるが，ケース・メソッドを使用し，本文（テ
キスト）型の教科書をもっていなかったために，わが国には慶応義塾大
学ビジネス・スクールを除いてはほとんど導入されてこなかったのである。
これについては，1978年の日本経営学会東北部会で「経営管理論とし
てのビジネス・ポリシーの教育」を発表し，ケース・メソッドや教材開
発について言及している7。これをうけて，横浜市立大学に移った翌79年
6	 拙稿（1977）「マネジメントのプロフェッション化への一視角」（弘前大学『文経論叢』
12巻第 6 号）。
7	 拙稿（1978）「経営管理論としてのビジネス・ポリシー」（弘前大学経済学会『経
済研究』創刊号）。
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には，教材の革新を目指して，本文とケースの折衷（ミックス）型教科
書として編集された坂井正廣編著『人間組織・管理』（文眞堂）に対し
て，教材開発の観点から比較的長い書評（『青山経営論集』第14巻第 2 号）
を執筆している。
なお，この時期の私には，わが国のアカデミックな経営学界では無視
されてきた，いわば「異端の経営学者」というべき上野陽一への興味が
湧きはじめている。テイラーの科学的管理を日本企業へ直接的な方法に
よってトランスファーし，のちに学校教育にもかかわった上野の活動に
注目している。
1982年の経営史学会大会で「日本における経営教育の先駆者―上野陽
一のケース」を発表し，翌年『上野陽一―人と業績―』（産能大学，日
本経営協会経営科学文献賞受賞）をつくった。ふりかえると，上野研究
はその後の私にいろいろな面で，大きな影響を与えたと思っている。
私の経営学教育への問題意識は，以上のような経過を経つつ，つくり
あげられてきたのである。それでは，その後どのような軌跡をたどるの
かをみていくことにする。
4 ．ビジネス系大学教育の発展と「カリキュラム問題」
日本経営学会でこのテーマで発表した1976年に，全国経営学部長会議
が発足している。この会議は涌田宏昭東洋大学教授，藤芳誠一明治大学
教授，大河内正陽専修大学教授（いずれも当時）などが中心になって組
織化され，経営学部の学部長や教務担当者を集めて情報交換を行い，ビ
ジネス系大学教育の充実や改善をはかることを目的としていた。私は経
営学部や経営学科のように，ビジネスのための大学教育を自己完結的に
は実施できるような組織には所属していなかったので，設立にはいっさ
い関与していない。
私がこの会議にかかわったのは，横浜市立大学に移った1979年の第 4
回目（甲南大学）であり，依頼をうけて「現代日本の経営学教育と経営
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学部」のテーマで報告した。このときの報告内容は，『現代日本の大学
と経営学教育』（成文堂，1981）の第 1 章「経営学教育の現状と内容」
に収録されており，カリキュラムのデザイン，学習方法の見直しと工夫，
教育の理念や目的からなっている。ただし，これらの議論は，78年の『現
代日本の経営学教育』をまとめたものでもあった。
さて，この報告がきっかけとなって，横浜市立大学は商学部であ
り，経営学部ではなかったが，以後オブザーバーとして，この会議へ
の参加を認められることになった。私は，このあと，第 7 回（龍谷大
学，1982），第13回（大阪経済大学，1988），第17回（東京経済大学，
1992），第29回（青森公立大学，2004）などでも発表の機会を得ている。
ここで，考えておかなければならないのは，経営学部やそれに関連す
る学部・学科などがすでに述べた “ 経営学ブーム ” をうけて多数設立さ
れてきたということである。国公立大学では経営学部としての独立は少
なく，経済学部などのなかに経営学科が設置されることが多かったが，
私立大学では経営学部の設置のほか，商学部や商業学科の経営学部への
改組も行われている。くわえて，経営学部に改組されないにしても，商
学部に経営学科目が補充されることも盛んに実施されるようになる。
1976年の日本経営学会の発表のための調査では，103学部（経営学部
24，商学部33，経済・商経学部32，その他14学部）を対象にして，回
収されたのは41学部であった。このなかで，ビジネス系大学教育を自己
完結的かつ典型的にできるのが経営学部と商学部であるとすれば，この
ときで57学部の多きに及んでいる。これにほぼ同じレベルで教育を行え
る経営学科と商業学科を含めると，ビジネス系大学教育はさらに数を増
やし，大きく成長をとげていたことになる。
そして，このような発展のなかで，前述の涌田教授などにより全国経
営学部長会議が設立されたことは，当然の成り行きであったのかもしれ
ない。1970年代の中頃までに，ビジネス系の大学教育は大きく発展し，
わが国の高等教育のなかで一定のポジションを確保してきた。そのよう
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な状況下で，この会議がつくられたのである。この年は，すでに述べた
ように，私が日本経営学会でこのテーマを発表したときでもあった。
要するに，時代は明らかに経営学教育を研究することを求めはじめて
いたのである。1983年の本会議の前身である全国四系列教育会議の設立
も，これとまったく同じ事情にあったといえる。経営学部長会議がその
後経営情報学部などにも参加を認めることになるが，商学部や経済学部
などは参加することができなかったために，どのような学部でも参加で
きるものとして，設立されたのが本会議であった。
そして，当時の関心は，多くはいわゆる「カリキュラム問題」に集中
していた。カリキュラムは基本的に文部省の大学設置基準によって制約
をうけており，経営学部のカリキュラムの枠組みは経営学，企業論，経
営管理論，会計学，経営史などでつくられている。
これらの主要な 5 分野に必置科目をはじめとするいくつかの科目が配
列され，それにもとづいてカリキュラムづくりが行われていたが，どの
ようにカリキュラム体系を編成していくかについては，各大学の重大な
関心事であった。私の行ったカリキュラム調査が注目を引いた理由は，
ここにあったと思っている。
76年の調査で回収できたのは，41学部にすぎなかった。そこで，この
調査の拡大を目指して，1979年に再びカリキュラム調査を実施すること
にした。各大学の講義要項や学生便覧など，学生向けのフォーマルな教
育情報を収集し，経営学部，商学部，経済学部などの各種の制度面（学
科やコース編成，ゼミナール，基礎セミナー，必修制，開設科目の状況
など，いわゆるカリキュラム）を調査している。
このとき調査の対象になったのは，経営学部23，商学部33，経済学部
56の合計112学部である。この拡張された調査を行うことで，とりあえ
ず当時のわが国のビジネス系大学教育のカリキュラムの実態が明らかに
なってきたと思っている8。
8	 拙稿（1980）「経営学教育に関する実態調査（1），（2）」（『横浜市立大学論叢』第
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もっとも， 1 回限りのものでは不十分であると考えたために， 5 年後
の1984年，10年後の1989年に 2 回目， 3 回目の調査を同じ内容で実施
している。84年調査も同じく112学部（経営学部23，商学部35，経済学
部54）であり9，89年調査は123学部（経営情報学部36，商学部36，経済
学部51）に増加している10。増加のもとになっているのは，情報化の進
展に対応する経営情報学部の設立であった。
大学設置基準による制約があること，どの大学も同じようなカリキュ
ラムをつくっていることなど，この調査はあまり意味がないという批判
も当然予想されたが，他方で大学がそれぞれ工夫して主体的につくりあ
げてきたという側面も確実にあり，これらの調査にはそれなりの意味を
もっていたし，類似の研究を生みだしている11。また，多くの大学が他
の大学のカリキュラム編成に関心をもっていた時期でもあり，これらの
調査が参考にされることがあったのである。
実際のところ，1980年代にはカリキュラム問題への関心が強く，
「経営学部カリキュラムの動向について」（龍谷大学経営学部教授会，
1981）12，「わが国大学の経営学教育の現状」（専修大学経営研究所シンポ
ジウム，1982），「商学部カリキュラムの動向について」（函館大学商学
31巻第 1 号，第 2・3 号）。なお，この調査については，拙著（1981）『現代日本の大
学と経営学教育』（成文堂）に収録されている。
9	 拙稿（1987）「経営学教育に関する実態調査」（『横浜市立大学論叢』第39巻第 2・
3 号）。
10	拙稿（1991）「経営学教育に関する実態調査」（『横浜市立大学論叢』第42巻第 1・2・
3 合併号）。なお，拙稿（1992）「経営学教育カリキュラムに関する事例研究」（同第
43巻第 1 号）は同じ資料にもとづいている。
11	類似研究の代表としては，1985年度の101大学の資料を対象にした幸田浩文調査
（1986）がある。これについては，東洋大学『経営論集』（第27号）を参照されたい。また，
小田章・津田秀雄著（1987）「大学における経営学実務教育方法の実態とその改善」や，
大雄令純・齊藤毅憲・竹森一正編（1985）「わが国経営学部の研究の現状（Ⅰ，Ⅱ）」（南
山大学「アカデミア」第87，88号）などは，カリキュラムには直接かかわっていない
が，当時の状況を知ることができる。
12	龍谷大学での発言と前後の状況については，片岡信之稿（2013）「齊藤毅憲教授と
経営学教育」（関東学院大学経済学会『経済系』第254集）を参照されたい。
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部教授会，1983），「カリキュラム問題」（横浜商科大学カリキュラム委
員会，1985）のほか，「商・経営学部におけるカリキュラム実態調査」（日
本経営教育学会経営教育基本研究部会，1980），「経営教育をめぐって」（三
戸公教授主催の現代経営学研究会，1987），「経営学カリキュラムについ
て」（日本学術会議経営学研究連絡委員会，1989）など，依頼されて発
表する機会を得ている。
1990年代に入ると，高等教育においても規制緩和の流れが「大綱化」
や「弾力化」というかたちで推進され，カリキュラムづくりにおいても
大学側の自主的な選択がより重視されるようになっている。他方，私自
身についていえば，多くの時間を使う，地味な調査活動を行う余裕もな
くなったこともあって， 4 回目以降の調査を行うことはできなかった。
さらにいえば，経営学教育をとりまく環境も変化し，大都市圏におい
ては，学部よりも大学院の教育のほうを重視する方向に動いている。専
門職大学院，社会人大学院としての「ビジネス・スクール」へのニーズ
や期待が高まってきたのである13。それとならんで，短期大学における
ビジネス系高等教育は， 4 大化（ 4 年制大学への改組）の波のなかで
衰退は避けられなかった。そこで，ビジネス系短期大学のあり方を模索
する作業を，日本経営教育学会のグループ・スタディとして行ってい
る14。
13	大学院教育については，（1997）「（ワークショップ）大学院における経営学教育の
展望」（『経営学論集』第67集），（1999）「大学院社会人教育の実態」（『龍谷大学経営
学論集』第39巻第 1 号），（2001）「大学院経営学教育に関する調査」（ISS 研究会『現
代経営研究』第 8 号），（2002）「（ワークショップ）経営系大学院における院生指導」（『経
営学論集』第72集），（2003）「（資料）経営系大学院における院生指導」（『現代経営研
究』第 9 号），（2003）「（ワークショップ）若手研究者の育成」（『経営学論集』，第73集）
などの拙稿がある。
14	短期大学については，横浜商科大学の佐々徹が主導したグループ研究（共著）とし
て，（1996）「Education	of	Management	in	Business	College」（『現代経営研究』第 2 号），
（1996）「ビジネス系短期大学における経営教育」（『現代経営研究』第 3 号）などがある。
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5．教材開発研究への取り組み
私のビジネス系大学教育への関心は，カリキュラム調査から主に出発
している。しかし，教材開発やその基盤となる教授法に決して無関心で
あったわけではなかった。
弘前大学を退職する頃には，すでに述べたように，ゼミナールでは経
営学の古典を読むのをやめて，教材としてショートケースを使っていた。
おそらく私の考えに大きな変化が生じていたのであろう。そして，これ
には当時職場の同僚であった木村立夫東京経済大学名誉教授が，ハー
バード流のケース・メソッドでマーケティングを教えていたことを見た
からでもあったと思われる。しかし，ロング（長文型）ケースにはとう
てい歯が立たなかったことも事実であった。
坂井正廣編著『人間・組織・管理』の書評をまとめた1979年には，日
本経営教育学会が設立されている。私は80年代にこの学会の関東部会
での発表（「大学における経営教育―教育の方法と技法をめぐって―」，
1985）だけでなく，経営教育基本研究部会でも比較的アクティブに活動
していたが，「大学の教科書を考える」（1982），「大学における経営教育
―イントロ教育をめぐって―」（1985），「大学におけるゼミナール指導」
（1987）など，教材開発に関する発言を行っている。
そして，横浜市立大学に移って「経営学総論」を担当することになっ
たので，1980年代のわが国の代表的な入門教科書と思われるもの15冊を
調査し，「（資料）経営学基礎関係教科書の評価」（『横浜市立大学論叢』
第39巻第23号，1988）を発表した。これらはすべて本文型の教科書で
あるが，対象にならなかったものを含めると，かなりの数の入門教科書
が出版されていることになる。私の学生時代の入門教科書といえば，古
川栄一著『経営学通論』（同文舘，1956）がきわめてポピュラーな定番
であったが，時代は大きく変わり，多くの研究者たちによって教科書づ
くりが行われるようになっていたのである。
私がこの入門教科書の分野に本格的に参入したのは，この資料研究を
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うけて作成した編著『経営学を楽しく学ぶ』（中央経済社，1990）15である。
それまでに『現代経営学の基礎演習』（税務経理協会，1979，増補改訂
版1984）16，『現代企業の特質』（日本マネジメントスクール，1984）とこ
れをベースにつくられた『教養の経営学』（中央経済社，1985）を公刊
していたが，この著書は15冊の教科書の検討をふまえ，入門教科書の革
新を目指してつくられており，今日まで 3 版を数える長寿出版になって
いる。なお，その後のものを含めた私の入門教科書の構想や体系につい
ては，「実践経営学への私の旅路（2）」（『横浜市立大学論叢』，第62巻第
2 号，2012）を参照されたい。
つぎに私の関心の的になったのが，講義要項に掲載された科目の情報
が不十分であり，改善が必要であるという認識であった。それは，各大
学の講義要項を調査するなかで感じたことであったが，自分が提供して
いる授業情報も “ レストランのメニュー ” と同じように，学生にとって
は授業内容の情報が不足しているように思えた。
1990年代以降になると，“ シラバス，シラバス ” といわれ，詳細な授
業情報を提供することが求められるようになったが，私が『経営学史
―講義用ガイドブック―』（成文堂，1980）を作成した当時は，講義要
項の改善はまったく教師の関心の外にあった。このガイドブックは横浜
市立大学で担当することになった経営学史という科目のための教材であ
り，37頁の小冊子であった。全15講からなり，左頁には講義のテーマと
その主なコンテンツ（見出し語やキーワード）と参考文献をのせ，右の
頁は白紙にして，授業の中身をメモできるノートとした。そして，定価
をつけて市販にした。本文（テキスト）が書かれていないために，この
実験的なノート兼用の教材はおそらく学生と出版社に迷惑をかけたので
はないかと思っているが，シラバス改善のひとつの試みであった。
15	この教科書については，韓国産業訓練協会（1993）から翻訳が出版されている。
16	 5 章からなるこの教科書の第 1 章については，中国・北京の中国人民大学の（1993）
『学術交流』（ 1 月 8 日， 1 月12日， 1 月15日）に翻訳され，収録されている。
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そして，このシラバスの改善については，MIS（経営情報システム論）
に関するアメリカの大学の当時のシラバスを事例にして，「講義要項な
どの改善と経営学教育」を書き，1981年の『現代日本の大学と経営学教
育』の第 6 章に収録した。
さて，もうひとつ当時の私の関心を引きつけたのは，講義要項とはち
がう当該学部の開講科目を解説している学習用ガイドブックの存在であ
る。専修大学，甲南大学，南山大学，立命館大学の経営学部が，このよ
うな学習用ガイドブックをつくり，大学における学習や研究の方法だけ
でなく，それぞれの科目のおもしろさや魅力を学生に対してアピールし
ていた。そして，この種のガイドブックづくりは，その後多くの大学で
も行われるようになっている。
これについても，上述書の第 6 章で述べたが，事例研究の対象となっ
た南山大学経営学会編『経営学ガイドブック』（第 2 版）については，
同学会から書評を求められて執筆し，同学会の『アカデミア』（第81号，
1984）に掲載している17。
6．教育実践を通じた「学生像の転換」の試み
以上で述べたように，私は経営学教育や広義のビジネス系大学教育の
研究にかかわってきたが，はたして自分がいい教師であったかどうか
については疑問であり，自信がない。注の 3 の（2008）と（2009）で，
学生とともに育つ「経営共育」への道のりを比較的詳細に述べたので，
それを参照にしてほしいが，横浜市立大学に移って間もない1980年代前
半に，厳格型の授業スタイルをとったために学生の支持を得られず，評
判を悪化させてしまっている。マスプロ教室で「経営学総論」を正常に
17	学習用ガイドブックづくりが大学ごとに行われているなかで，それぞれの大学はそ
の学部にあった独自の共通教材を作成する方向に進んできたといえるであろう。私に
関していえば，関東学院大学経済学部編（2010）『経営学がおもしろい』（関東学院大
学出版会）の作成にかかわった。そこで，教育熱心な若手教員の協働に感銘をうけて
いる。
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行うには，授業では強いコントロールが必要であるとか考えたが，それ
はゼミナール希望者の減少をもたらしている18。
80年代後半になると，それに対する反省から，経営学総論では厳格型
をゆるめつつ，授業内容をわかりやすい日本語で行うようにした。また，
経営学への学生の興味を引き出すためには，とくに初回の授業が重要で
あるとし，配慮するようになっている。初回をいかに啓発的で刺激的な
ものにするかが勝負であると思うようになった。
初回はオリエンテーションであるので，比較的簡単に終ることが多い
ようであるが，私の場合，このように 1 回目の授業に力を入れて準備し
た。あわせて，入門教科書を改善することにした。
ゼミナールについては，それがビジネス系大学教育の中心であると考
えてきたので，精力を投入してきたと思っている。弘前大学を退職する
頃から，ケース学習に関心をもちはじめ，坂井正廣青山学院大学教授，
村本芳郎大阪府立大学教授，友安一夫日本大学教授（いずれも当時）な
どからも教えをうけていた。しかし，その有効性を感じてはいたものの，
私にはケースを継続して作成することはできなかった。他方で，経営学
の専門書だけをやみくもにビギナーの学生に読ませることもできなかっ
た。さらに，学生には “ いきいき ” と学習し，発言してほしいと思うよ
うになった。
このようななかで私が採用したのは，学生が各自興味をもった企業経
営に関する新聞記事を選択してコピーし，ゼミの他の学生に配布してそ
れを発表し，相互に意見を交わすという方法であった。これによって，
学生は口を開くようになり，それを継続したので，成果として発表能力
18	もっとも，学生を理解しようとする努力は，怠っていたわけではなかったと思っ
ている。たとえば，（1981）「現代の学生はワーク・モティベーションをどのように考
えているのか」（『マネジメント・ジャーナル』日本経営協会，第27号），（1983）「学
生にみる企業の未来」（日本マネジメントスクール『経営教育』第54号）などがあり，
それらは拙著（1987）『現代の経営教育』（中央経済社）に収録されている。この著書
には，吉田優治千葉商科大学教授による書評（1989）『経済系』（158集）がある。
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が格段に向上することになった。
当然のことながら，日本企業などが直面している現実の企業経営への
関心も確実に深まっている。そして，のちに「プレゼンテーションが上
手い（話をしっかりできる）齊藤ゼミ」との評判が生まれてくるが，学
生の主体性と学習能力への信頼も私の内なかで高まっている。
もうひとつ，私がきわめて強烈なインパクトを受けたのは，立命館大
学の渡辺峻教授（当時）のゼミナール生たちが研究の成果を出版し，市
販していたことであった。それは私に勇気100倍を与える導きの糸とな
り，知識や情報の「受容者（消費者）」としての学生から，「知識創造や
情報の発信の担い手」としての学生への転換が学部レベルでもやれるの
ではないかと考えるようになった。そして，まずふたつのことを実施し
た。
そのひとつは，渡辺ゼミナールと同じように，成果の出版化である。
ゼミナールにグループをつくり，それぞれがテーマを決め，調査を行う
かたちをとって，1987年に『現代経営の探求』（成文堂），89年には『現
代経営の解明』（成文堂）と，『横浜新都市の未来』（文眞堂）を出版した。
前 2 冊はまさに現代の企業経営を学生の立場で検討し， 3 冊目は横浜市
政100年を記念して横浜を多角的に検討するものとなった。そして，こ
の 3 冊目は私を「地域経営論」とか「都市経営論」の研究に目を開かせ
ることになる。
もうひとつは，1988年からスタートした「社会への出前ゼミ」である。
当時ゼミ生であった佐々徹横浜商科大学教授は，“ ストップ・ザ・トウキョ
ウ ” の旗印のもと，横浜駅に開店したそごう百貨店の影響調査を大規模
なかたちで行っていたが，その成果を地域の人びとや行政関係者に公開
すべく研究発表会を開催した。この成果はメディアにも当然のことなが
らとりあげられている。
また，翌年の横浜博覧会（通称「YES」という）開催の時には，「も
うひとつの YES（Yokohama	Exciting	Seminar）―都市横浜の将来をさ
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ぐる―」をテーマにして，ゼミ全員が公開発表会に参加している。この
もうひとつの YES は，その後内容的にはかなり変質しつつも，毎年 1
回を原則として開催され，ゼミ生がきわめて少数になった1992年と94年
を除いて，私が横浜市立大学の定年退職後，特別契約教授になった以降
もつづき，2013年までの24回で終了している。「継続は力なり」ではな
いが，学生諸君の主体性と学習能力を信じてきたことが，この継続をも
たらしたと考えている。そして，このような場が学生を目ざましく成長
させることを実感してきた。
私がこのようなゼミナール活動で重視してきたのは，本を読むことも
大切であるが，現実の企業経営や地域の問題を調査・分析し，問題解決
のあり方を探索するという，いわば「コンサルティング」ができること
である。経営学のパイオニアのひとりであるテイラーは，経営管理を「科
学」にしただけでなく，「プロフェッション」にもしている。彼自身が
マネジメント・コンサルタントとして経営管理のプロ（フェッション）
化に貢献し，コンサルティングというものに経営管理論の性格・本質を
とらえようとしている。私はこれにならい，ゼミナールなどにおいては，
学生はコンサルティングができるようにしなければならないと考えるよ
うになったのである。
そして，私が1980年代後半から行ってきたこのような方法は，現在各
大学で実施されている PBL（Project	Based	Learning）に近いものと考
えている。また，グループ・ワークを基本としてきたので，それはいう
までもなく，「経営管理（マネジメント）能力」だけでなく，近年流行の「社
会人基礎力」の育成に役立ってきたことであろう19。
7．経営学教育の展望
それでは，経営学教育は現在どのような課題をかかえ，それをどのよ
19	全国ビジネス系大学教育会議編（2010）『社会人基礎力の育成とビジネス系大学教
育』，学文社
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うに解決し，どのような将来展望を見通して切り開いていくべきであろ
うか。これまでにも，この展望に関して私の見解を表明してきたが20，
20	拙稿（1977）は，経営学分野における研究の専門化・多様化と教育の大衆化・量
的拡大のなかで，経営学教育の目的を明示していくことが必要であるとし，「ビジネ
スに通じた良き社会人を養成している」を越えて，「問題解決能力を養成する」とか「将
来の経営者・管理者を養成する」というように考えていくならば，“ プロフェッション ”
としての経営管理（マネジメント）を検討する必要があるとしている。
　もっとも，わが国では学部教育が重視され，大学院教育が発展していない，ビジネ
スと大学の経営学教育がともにクローズド・システム（閉鎖的）になっていることを
示している。さらに，理論志向の強い日本の経営学教育は，学生が現実の場で経営管
理に関するしっかりとした実践（プラクティス）ができるようになっていないという
限界も示している。したがって，円滑なプラクティスを将来学生に保証できるような
教育にするために，どのような改善が必要になるかを検討すべきとしている。
　そして， 3 ）の拙稿（1995）は，前述の（1977）からほぼ20年間が経過し，18歳
人口の減少，大学間競争の激化，「自己点検・自己評価」などの大学における自主的
統制能力向上への要請，大学の社会貢献活動の重視などの環境変化のなかで，「新し
い経営学教育の創造」が課題や展望として重視されているという。1980年代に情報化
と国際化のインパクトが生じ，経営学教育は大きな転換期を向かえ，情報化対応につ
いては，それなりの対応がはかられたが，国際化対応についてはそれほどの進展はな
かったと述べている。
　90年代に入ると，大学院重点化が課題となり，大学院の変革が急務になったが，学
部では企業経営を制約する文化的側面への関心，環境問題の深刻化，非営利組織（NPO）
やサービス系企業の経営問題の重要性などが認識されるようになり，それにむけた学
部改組やコース編成の事例（淑徳大学国際コミュニケーション学部，明治大学経営学
部の 3 コース制，桜美林大学経営政策学部ビジネスマネジメント学科）を紹介してい
る。
　また，拙稿（1999）「大学における経営教育の課題と展望」（日本経営教育学会編）と『実
践経営の課題と経営教育』（学文社）では，課題として①「理念問題」と能力開発論
の欠如，②文化にかかわる欠陥，③企業に対する古いイメージからの脱却，④不十分
な国際化志向，そして展望については，①教育の品質向上と個性化，②高等教育機関
での位置づけの強化，③社会的評価の向上，④新日本的経営の提案，⑤日本の経営教
育の輸出などをあげている。これは横浜市立大学商学部で行われた「大学における経
営教育の革新をめぐるシンポジウム」（1994年12月）での筆者の報告，および1998年
12月の日本経営教育学会関東部会での筆者の報告「大学の経営戦略論序説」にもとづ
いている。
　さらに，拙稿（2002）「ヒューマン・リソース像の展開と大学教育の課題」（濱本泰
先生古希記念論文集『現代経営学の基本問題』ミネルヴァ書房）は，日本経営教育学
会第41回大会統一論題報告「21世紀の企業像とヒューマン・リソース―大学教育と関
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ここでは以下のように考えていくことにする。
現在，日本企業は高度な ICT 化とグローバル化の環境にあって，き
びしい国際競争にさらされている。欧米先進国との競争だけでなく，新
興工業国に追いあげられるなど，日本企業には国際競争力のいっそうの
強化が求められている。そのためには人材力，組織力にくわえて技術力
とマーケティング力などの充実や発展が必要になっている。
しかも，国内市場は成熟し，他方で少子化が進展しており，既存の主
力事業による企業の発展が困難になってきたために，日本企業は以前に
も増して海外のマーケットを開拓しなければならなくなっている。そこ
で，日本企業は外国人の採用を本格化させるとともに，学生に対しては
国際競争力をもつ “ グローバル人材 ” になることを要請しており，ビジ
ネス系大学の教育はそれへの対応に迫られている。
そして，このような環境変化は，既存の主力事業による企業の発展を
困難にしているが，それは同時にこれから事業をどのように展開してい
くべきかという自社のあり方を検討するための機会にもなっている。そ
れは，企業を社会の変化や市場のニーズに合うように変革することを意
味しており，これには，1960年代後半以降発展してきた経営戦略論の多
くの成果が，大きく貢献していくことであろう。
国内の環境変化でみると，「成熟化」や「少子化」以外の課題にも直
連させて―」（2000年 6 月）をもとにしているが，これからのヒューマン・リソース
像については，①バブル崩壊後の「自立人」の登場，②変化に対応できる「創造的学
習人」の提案，をあげるとともに，展望においては，①変化対応のカリキュラムづくり，
②「雇用されるための教育」からの脱却，③狭い専門性教育と広いベース教育の併存，
④知識の教授と創造の併存，⑤参加型学習の重視，⑥カウンセリング機能の導入，な
どをあげている。
　なお，この後，拙稿（2006）「経営教育の新たな胎動」（『オフィス・オートメーショ
ン』第26巻第 4 号），拙稿（2008）「これからの経営学教育」（『龍谷大学経営学部創設
40周年記念事業報告書』）のほか，（2005）「経営学教育のあり方」（日本経営学会関東
部会シンポジウム），（2008）「経営学教育の新動向」（関東学院大学経済学部新任教員
研究発表会），（2011）「学士課程における経営学教育のあり方」（日本学術会議公開シ
ンポジュウム）などの口頭発表がある。
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面している。東京などの一部を除くと，「地域の衰退」が顕著になって
いる。たとえば，東日本大震災が高齢化した過疎の地域に追い討ちをか
けるかたちで深刻な打撃を与えたことは，その象徴のひとつであるが，
全国各地で地域の活性化や再生が要請されており，経営学教育はこれへ
の対応を求められている。
そして，地域の衰退についていえば，地域に密着して活動している中
小企業（スモールビジネス）の経営に役立つ経営学教育が必要とされて
いる。誕生の経緯から，経営学は大企業を主に対象にしてきたが，経営
学教育は「地域企業」といってもよい中小企業の経営支援を本格化させ
る必要がある。活力ある中小企業の存在が地域の衰退を阻止できるから
である。その意味では，地域の活性化や再生にかかわる人材育成やネッ
トワークづくりをカリキュラムにとり入れていく必要がある。
また，「少子化」により人口減少社会の到来が予想され，日本企業の
活力の減退と将来の労働力不足が現実味を帯びてきた。もっとも，現実
は非正規労働と “ ジョブレス ” のプア・ヤングの増加が常態化しており，
日本企業の人的資源管理は 2 極化・差別化が顕著になっている。
このようななかで，日本企業の人的資源管理の再構築は，経営学にとっ
ての緊急な課題であるとともに，学生自身の将来のキャリアやライフを
サポートするという視点を経営学教育のなかに明確に打ち出す必要があ
る。そして，ビジネス系の大学にも女子学生の数が増加しており，彼女
たちのキャリアやライフの支援プログラムの確立が不可欠になってい
る。
なお，少子化は18歳人口の減少をもたらし，それは大学にとっては受
験生や入学生の獲得を困難にしている。これはビジネス系大学教育につ
いてもいえるのであり，学生定員の削減が求められ，他方で「質保証」
の充実も要請されている。このようななかでは，ビジネス系大学は社会
人に対する教育や能力開発のための機会をさらに拡大して，この苦境を
打開することも必要となろう。
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さらにいえば，東日本大震災が発生し，その復興過程で NPO（非営
利組織）の活動や，「つながり（連携，アライアンス）思想」の重要性
を再確認することになった。行政や企業だけでなく，NPO が復興に大
きくかかわっており，これらの組織間の協働も行われるようになってい
る。
したがって，企業を研究対象にしてきた経営学は，行政や NPO など
も視野に入れて研究や教育を展開する時代が確実に到来している。企業
はこれまでにないほど，異種組織と接触する機会が増えており，製品や
サービスを生活者に提供するだけでなく，“ ソーシャル（社会的）” に活
動することも求められるようになってきた。
以上，現在の経営学教育をめぐる課題について，私見を若干述べてき
た。これらをふまえつつ，経営学教育の内容を変えていかなければなら
ないが，今後の展望を①教育の目標，②教育の方法，③カリキュラム編成，
の 3 つの観点から明らかにしていこう。
①教育の目標
学生の能力開発に関して，各大学は経営学教育の目標をこれまで以上
に具体的なかたちで作成し，これを明示する必要がある。格調の高い抽
象的なビジョンも当然のことながら必要であるが，とくに学生の能力開
発の視点から，大学がどのようなことができるかを学生などのステイク
ホルダーにわかりやすく示すことがビジネス系大学教育には求められて
いる。そして，それは，それぞれの学部がみずから決定することである。
これに関連して，拙編著（2011）『新　経営学の構図』（学文社，第10
章）で，私は「経営学を使う」という主張を展開し，経営学の理論や技
法を「知る」とか「わかる」レベル，それから「使える」レベルへ，さ
らに経営が「できる」レベル，に 3 分類している。多くの大学の現状は「知
る」とか「わかる」レベルであるが，たとえば「使える」レベルにまで
学生の能力開発はできないのであろうか。
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個々の科目では最初の「知る・わかる」レベルかもしれないが，ゼミナー
ルなどの少人数教育の場を活用すれば，学部においても「使える」教育
への志向性を十分もたせることができるであろう。多くのビジネス系の
大学がそのような方向で動くとなれば，経営学教育の果たす機能は全体
として改善・向上することになる。そして，現実にそのように学生の能
力開発を考え，実践している大学も少なくないと思っている。
このように，目標の設定にあたって学生の能力開発の視点が重要であ
り，それぞれの大学で考えていかなければならないが，前述した経営学
教育の課題からも目標の設定はおのずと制約されてくる。前回の第29回
大会でもテーマとされた「グローバル人材」の育成が求められている。
また，地域の衰退からいえば，地域の活性化や中小企業の経営を担え
る人材の要請も急務である。それは，「社会起業家」（ソーシャル・ビジ
ネス，ソーシャル・アントレプレナー）的人材づくりであり，経営学教
育の目標になるものである。そして，これへの対応に手をこまねいてい
るとすれば，ビジネス系大学教育の存在意義は問われることになろう。
さらにいえば，課題でも述べたが，キャリア教育の視点をどうしても
とり入れることが必要である。非正規労働と “ ジョブレス ” のプア・ヤ
ングの増加のなかで，学生自身にどのように働き，どのように生きてい
くのかを教えこんでいくことが重要となる。“ 雇われて働く ” ことだけ
が働くことではなく，起業や自営も選択肢のひとつになることを伝える
ことが求められている。
私は起業だけでなく，働く個人にも自立的な経営が必要であるとし，
かつて人生経営学ともいうべき「個人経営学」21を主張し，横浜市立大
学法人化後には，「キャリアデザイン」に関する科目を担当してきたが，
経営学の教師はこれに関する研究と教育に従事すべきである22。
21	拙編著（1993）『経営学ゼミナール』（日本実業出版社），拙編著（1994）『新次元
の経営学』（文眞堂）などを参照のこと。
22	キャリア教育に関して，共著（1981）『アメリカにおけるキャリア・ディベロプメ
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②教育の方法
以上のように，教育の目標が変わるとすれば，その方法も変えていか
なければならない。レクチャー（講義）中心の科目であっても，かつて
のようにレクチャー一辺倒だけで終わらせることはなくなり，資料を読
んだり，質疑応答を行ったり，クイズや感想文を書かせるなど，種々の
工夫が行われているが，教育の目標がいま述べてきたように，より具体
的・実践的にするとすれば，レクチャー以外の方法を採用していくこと
は当然求められる。
「使える」教育を重視すると，企業の具体的な分析・検討が必要となり，
経営学の理論や技法をその分析のために適用しなければならなくなる。
そして，その過程で問題が発見されれば，解決策や改善策の検討と提案
が当然のことながら必要になってくる。
この企業の具体的な分析には，学生に対して各種の調査や外部の専門
講師による講義，インターンシップなどを実施することが求められるこ
とになる。そして，分析のための情報をみずから収集・整理することが
大切であるし，実際の体験が必要な場合もあるだろう。そのためには調
査の手法を教え，現場に出向いていくことの重要性がわかるように教え
ていかなければならない。
私の周辺でみるかぎりでは，学生の卒業論文のテーマが以前のような
アカデミックなものから，具体的かつ実践的なものに大きく変化してき
たことを実感してきたが，学生たちは情報を収集する努力や工夫を行っ
ント』（高年齢者雇用開発協会，俵実男・清水勤・逸見純昌との報告書），共著（1986）『企
業における生涯生活設計教育の実態に関する調査研究』（高年齢者雇用開発協会，岡
田和秀，幸田浩文との報告書），単著（1990）『生涯生活設計報告書』（横浜市中高年
生活設計専門委員会の会長として執筆）などは，成人向けのものであるが，のちに学
生向けのものに変わってきた。拙稿（2005）「インターンシップ」（『横浜市立大学論叢』
（人文科学系列），第56巻第 3 号），拙稿（2007）「大学における『キャリア開発』教育」
（『横浜市立大学論叢』第58巻第 1・2・3 合併号），拙責任監修（2001）『キャリア開発
論』（文眞堂）などがある。
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ており，それに対する教師による指導が行われている。したがって，理
論や技法の習得とともに，この面の指導をさらに強化しなければならな
い。
さて，私はテイラーがそうであったように，経営学の本質は，コンサ
ルティングにあるとの考えから，1980年代の後半以降，企業や地域の
調査とそれに対応する提案づくりを重視したゼミナール指導を展開した
が，それは 6 ．でも述べた「社会人基礎力」の育成に役立つ PBL であっ
たと思っている。そして，グループ学習であるこの PBL をビジネス系
大学教育でさらにいっそう推進すべきであろう。それは，グループによ
る問題解決は経営管理（マネジメント）そのものであると考えるからで
あり，PBL はまさに経営管理を学生たちに経験させ，実践させること
ができるものなのである。
なお，教育の方法について重要なのは，調査や提案のレポートをしっ
かりとつくり，これをプレゼンテーションできるように指導することで
ある。これについては，すでに 6 ．で述べたが，「プレゼンテーション
の上手な（話をしっかりできる）齊藤ゼミ」を目標にして，ゼミのなか
で訓練を行ってきたが，自分（たち）の考え方を整理し，フォーマルな
場でもものおじせずに話すことが大切になっている。
経営学教育は，この点についても十分に留意する必要がある。コミュ
ニケーション能力の向上は，一朝一夕には行うことができないが， 4 年
間を通してこの能力が身につくようにしなければならない。
③カリキュラム編成
どこの大学もカリキュラムには配慮しており，多数の科目が開設され，
整備している。そして，学科制をとっている場合とか，コースの数が多
いと， 1 学部とはいえ，全体でみるときわめて過剰ともいえるほどの科
目が用意されている。提供されるメニューは豊富になりすぎたために，
学生が選択に困るようになっている。それにより，外部からの非常勤講
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師が多くなっており，専任教員でも専門分野が異なると，コミュニケー
ションもないために，どのような講師が担当しているかを認識できなく
なっている。
しかし，このどちらかというと “ 過剰な ” カリキュラム編成は，今後
もはたして維持できるのであろうか，また必要なのであろうか。18歳人
口の減少がつづくなかで，前述したように，学生定員の削減への圧力が
生じ，しかし，他方で「質の保証」の充実も要請されている。
さらに，大学院教育との分担関係をどうするかという問題もあって，
学部内の学科制はともかくとして，多様なコース制の採用については見
直していいのではなかろうか。ビジネス系大学の教育として必要な基礎
的科目―経営学，会計学，商業学，経営情報科学と，経済学，行動科学
などの主要な隣接科学―に限定し，カリキュラムのスリム化をすすめる
ことが求められている。ただし，ていねいな履修用のクラスター・モデ
ルを学生に提供し，系統的に学習できるようにすることはいうまでもな
い。そして，学生の履修を援助する専任スタッフの配置も必要となろう。
経営学の教育は多様な分野を含んでいるが，経営学入門，経営環境論，
経営戦略論，経営組織論，「企業と社会論」または CSR・コーポレート
ガバナンス論，経営資源に関する各種科目，国際経営論などがベースに
なることは，これまでと変わりない。問題なのは，課題としてとりあげ
た “ グローバル人材の育成 “ をカリキュラムにどのようにとり入れてい
くかである。そして，地域の活性化や中小企業の経営をになえる人材育
成のために「地域活性化論」，「地域産業論」，「中小企業経営論」，「中小
企業後継者育成論」などの開設も必要となる。大企業の経営学は必要で
あるが，これらの地域やスモール・ビジネスのための視点をカリキュラ
ムの編成に取り入れる必要があると考える23。
23	地域マネジメント，地域産業論（とくに横浜産業学），中小企業経営論などが1980
年代末から現在までの私の研究の関心であり，2000年代に入ってからのものに拙著
（2006）『スモール・ビジネスの経営を考える』（文眞堂），拙編著（2007）『横浜産業
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さらにいえば，キャリア教育の科目をカリキュラムに追加していくべ
きである。日本の超エリート大学といわれるところでも，“ ホームレス
になる ” ことを心配している学生がいるという話を聞いたが，学生自身
の個を自立化し，強化することを支援するキャリア教育が求められてい
る。そして，これには起業家育成の科目も必要となり，ビジネス・プラ
ン（事業計画書）の作成を行わせることになろう。
いずれにせよ，カリキュラムは環境変化のなかで重要と思われるもの
をとりあげて吟味し，正規の科目にするか，それとも特殊講義にするか，
などの判断を行いつつ，編成していくことが必要になる。環境が大きく
変化するというトレンドが続いており，それに敏感に対応するようにし
なければならない。また，既存の科目の改廃についても定期的に検討す
ることが必要となる。かつてこの改廃は「墓場を移す」のと同じくらい
むずかしいといわれてきたが，「朝令暮改」的に検討・実施することも
必要になっている。
以上， 3 つの観点から経営学教育の展望をみてきたが，これ以外にも
考慮し，実行していくものがある。そのひとつは，経営学を大学教育の
「共通教養科目」にすることである。教養系の学部などでは，これを具
体化しはじめているが，すべての学部において経営学が経済学，法律学，
社会学，心理学などと同じように必要な時代になっている。第 2 に，中
等教育において経営学教育やビジネス系教育をどのように拡充・充実さ
せていくかということである24。第 3 に，公務員試験や各種専門職試験
に経営学やビジネス関連の科目のウエイトを大きくしていくということ
も，今後いっそう求められている。
ルネサンス』（学文社），拙編著（2008）『横浜の産業とまちづくり』（学文社），拙編
著（2010）『横浜：都市創造ビジョンの構築』（学文社）などがある。
24	奥林康司稿（2012）「高等学校における経営リテラシーの提案」（全国ビジネス系
大学教育会議編『ビジネス系大学教育における初年次教育』，学文社）などを参照さ
れたい。
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これらのことは，われわれの教師仲間のあいだでは長年にわたって主
張してきたことであるが，その具体化を果たしていかなければならない。
8 ．おわりに
歴史的な回顧をふまえつつ，現代の経営学教育の課題や展望をみてき
た。回顧の部分については，この分野の立ちあげしてかかわったという
思いからか，私の個人的な関心を書きすぎたようである。もっとも，課
題や展望についてはきわめて多くのことがあると感じている。経営学教
育を含むビジネス系大学の教育は，この会議発足からの30年間をみても，
大きく発展してきたことは確かである。これを機に，さらなる改善・改
革を積み重ねて発展させていかなければならない。
（付記）
　本稿は，平成25（2013）年 8 月27日，28日に広島修道大学で行われ
た全国ビジネス系大学教育会議第30回記念大会のために執筆したもので
あり，当日はさらに回顧についての追加資料を提出している。
　この大会のプログラムは，開催校，会長の挨拶のあと，有本章（元・
広島大学高等教育ンター長，くらしき作陽大学こども教育学部教授）の
「今，大学とは何か―新時代の大学を考える」が基調講演として行われ
ている。それにつづいて池尾恭一（慶應義塾大学大学院教授）の「商学
教育の回顧と展望」，山崎和海（立正大学学長，経営学部教授）の「経
営情報教育の回顧と展望」，鈴木久敏（前筑波大学副学長・理事）の「経
営工学の回顧と展望」，藤永弘（青森公立大学大学院教授）の「会計学
教育の回顧と展望」の 4 報告が行われている。そして，最後に私のもの
が報告され，全体の総括を新会長となった吉田優治（千葉商科大学サー
ビス・マネジメント学部長）が行っている。
	 〔2013.9.〕
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本稿を倉持和雄先生の退職号に載せてもらうことにした。先生には，
長く御教示・御配慮いただいたことを心から感謝している。私のゼミナー
ル（学生，大学院）にも，韓国からの留学生が在籍していたが，その多
くは先生からのご指導をいただいている。お礼を申しあげたい。
	 〔2014.3.〕
